










 要旨: SIDS は解剖後に確定診断を付け得るが、本邦では乳幼児突然死の剖検率は諸外国

に比べて極めて低い。従って、非解剖例において、担当医が経過と臨床所見から SIDS を

最も疑う場合は、死亡診断書の直接死因欄に“幼児突然死症候群の疑い”と記入し、これ

らの例も日本の人口動態統計で SIDS に含まれる。この為、日本の統計上に登録された SIDS

は解剖例と非解剖例を含み、この点が欧米諸国の SIDS 統計と異なっている。日本では、

統計上の SIDS と真の SIDS との相同が問題となる。今回、東京都下の統計 SIDS 例の中で、

全 71 例、解剖例 49 例、非解剖例 22 例の各々について、疫学的特徴を解析した。全例に

おける疫学的特徴は、発症年齢、性別について欧米との傾向と一致し、季節性について一

致せず、その他に区分される職業の世帯での発症及び病院での死亡が高率であった。解剖

例と非解剖例の間で、統計的な疫学的差異は認められないが、監察医務院制度のある 23

区内とそれ以外の地域では、剖検率に応じて SIDS 発症率に大きな差異が認められた。解

剖の有無によって SIDS の診断に質的な差異が生じる可能性は予想するよりも少ないが、

解剖行政の有無によって過小診断を招く危検性が高い事が示唆された。


